昭島市子ども食堂推進事業補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、民間団体が地域の子どもたちへ食事や交流の場を提供する取組について、安定的な実施環境を整備し、地域に根差した活動を支援するため、子ども食堂を運営する団体に対して、その経費の一部を補助することについて必要な事項を定めるものとする。
（用語の意義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　子ども　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第６条第１項に規定する子どもをいう。
(２)　子ども食堂　地域の子どもや保護者等が気軽に立ち寄り、安価で栄養バランスの取れた食事をとりながら、相互に交流を行う場を提供する事業をいう。
(３)　配食・宅食事業　子ども食堂をする民間団体が調理し、若しくは用意した弁当又は食材を取りに来た子ども及びその保護者に配布し、又は子どもの自宅に届けることを通じて家庭の状況を把握し、必要な支援につなげる事業をいう。
（補助対象者）
第３条　補助対象者は、昭島市の区域内で子ども食堂を実施する民間団体であって、次に掲げる要件を全て満たすものとする。
(１)　定款又は会則を備えていること。
(２)　団体の構成員が暴力団員等（昭島市暴力団排除条例（平成24年昭島市条例第５号）第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者をいう。）に該当しないこと。
(３)　公序良俗に反する活動を行わないこと。
(４)　政治的活動及び宗教的活動を行わないこと。
(５)　営利目的の活動を行わないこと。
（補助対象事業）

第４条　補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、昭島市の区域内で実施する子ども食堂及び子ども食堂に加えて実施する配食・宅食事業であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。
(１)　原則として、月に１回以上、子ども食堂を実施すること。
(２)　１回当たり子ども及び保護者が10人以上参加することができる規模で実施すること。
(３)　常時責任者を配置し、安全に配慮して実施すること。
(４)　事業の規模に応じて、必要な職員体制を確保すること。

(５)　提供する食品は、原則として事業に従事する者又は参加者が直接調理した栄養バランスの良いものであること。
(６)　利用者から食事代又は食材代を徴収する場合は、食材等の実費相当額程度とし、安価であること。
(７)　事業の実施前に所轄の保健所に相談し、指導及び助言を受けること。
(８)　参加する子どもの食物アレルギーの有無を確認していること。
(９)　食品衛生法（昭和22年法律第233号）及び各種法令、通知等に基づく適切な衛生管理体制を確保していること並びに「子ども食堂の活動に関する連携・協力の推進及び子ども食堂の運営上留意すべき事項の周知について（通知）」（平成30年６月28日付け厚生労働省子ども家庭局長ほか連名通知）における別添８「子ども食堂における衛生管理のポイント」等を参考とし、食中毒予防等の衛生管理には万全を期すこと。
(10)　「新型コロナウイルス感染症への対応として子ども食堂の運営上留意すべき事項等について」（令和２年３月３日付け厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室ほか連名事務連絡）等を参考とし、徹底した感染防止対策を講じること。

(11)　事故発生時の対応のための保険に加入していること。
(12)　食中毒や事故発生時の対応方法及び連絡体制をあらかじめ定めるとともに、発生時は速やかに市へ報告するよう職員に周知徹底を図ること。
(13)　事業に従事する者は、子ども食堂及び配食・宅食事業の実施の際には、参加者の生活状況を把握すること。
(14)　事業に従事する者は、利用する子どもや保護者の相談に応じるとともに必要に応じて関係機関と連携を図ることに努めること。
(15)　虐待が疑われる場合等、早急な対応が必要な場合は、子ども家庭支援センター等に対して速やかに通告を行うこと。
(16)　相談において知り得た個人情報は、適正に管理すること。
(17)　事業の実施に関し、同一会計年度において、市及び市が補助する団体等から同種の助成を受けていないこと。

(18)　前各号のほか、市長が別に定める事項を遵守すること。
（補助対象期間）
第５条　補助対象期間は、当該年度の４月１日から３月31日までとする。
（補助対象経費及び補助金の額）
第６条　補助対象経費及び補助金の額は、別表第１に定める基準額と別表第２に定める対象経費の実支出額から寄附金その他の収入額（子ども食堂の運営又は配食・宅食事業に係る収入額を含む。）並びに国や都からの交付金及び補助金の受入額を控除した額を比較して少ない方の額で、毎年度市長が予算の範囲内で定める額とする。ただし、1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。
（交付申請）
第７条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、昭島市子ども食堂推進事業補助金交付申請書（第１号様式）に関係書類を添えて、市長に申請するものとする。
（交付決定）
第８条　市長は、前条の規定による補助金の申請を受けたときは、その内容を審査し、補助の可否を決定し、昭島市子ども食堂推進事業補助金交付（不交付）決定通知書（第２号様式）により申請者に通知するものとする。
２　市長は、補助金の交付の決定に当たって、補助金の交付の目的を達成するため、必要な条件を付することができる。
（補助金の請求）
第９条　補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付を請求しようとするときは、昭島市子ども食堂推進事業補助金請求書（第３号様式）を市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するものとする。
（事業内容の変更等）
第10条　補助事業者は、補助事業の内容の変更又は中止若しくは廃止をしようとするときは、昭島市子ども食堂推進事業変更・中止・廃止承認申請書（第４号様式）に関係書類を添えて、市長に申請しなければならない。
２　市長は、前項の規定による申請を受けた場合において、補助事業の内容の変更又は中止若しくは廃止を承認したときは、昭島市子ども食堂推進事業変更・中止・廃止承認書（第５号様式）により補助事業者に通知するものとする。
３　前項の規定による承認を受けた補助事業者は、既に補助金の交付を受けている場合は、変更又は中止若しくは廃止の内容により、補助金の全部又は一部を返還しなければならない。

（実績報告）
第11条　補助事業者は、補助対象事業の終了又は中止若しくは廃止をした後の１月以内に昭島市子ども食堂推進事業補助金実績報告書（第６号様式）に関係書類を添えて、市長に報告しなければならない。
（補助金の額の確定及び精算）
第12条　市長は、前項の規定による報告を受けた場合において、その内容を審査し、当該報告に係る補助対象事業の成果がこの交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものと認めるときは、補助金の額を確定し、昭島市子ども食堂推進事業補助金交付額確定通知書（第７号様式）により補助事業者に通知するものとする。
２　補助事業者は、前項の規定により補助金の額が確定したときは、速やかに補助金を精算するものとする。
（交付決定の取消し等）
第13条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該補助対象事業に係る補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(１)　偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
(２)　補助金を当該補助対象事業以外の用途に使用したとき。
(３)　補助金の全部又は一部を使用しなかったとき。
(４)　前３号に掲げるもののほか、補助金の交付の条件又はこの要綱に違反したとき。
２　市長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、昭島市子ども食堂推進事業補助金交付決定取消通知書（第８号様式）により補助事業者に通知する。
３　前２項の規定は、当該補助対象事業に係る補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。
（補助金の返還）
第14条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助事業者に補助金を交付しているときは、期限を定めて補助金の返還を命じなければならない。
（連絡会）
第15条　補助事業者は、子ども食堂及び配食・宅食事業の情報共有等を行うために市が実施する連絡会の構成員となり、当該連絡会に年１回以上参加しなければならない。
（調査等）
第16条　市長は、補助金に関し必要があると認めるときは、補助事業者に対し報告を求め、文書を提出させ、又は実地に調査を行うことができる。
（関係書類等の保管）
第17条　補助事業者は、この補助金に関係する書類、帳簿等を当該年度の翌年度から起算して５年間整理保管しなければならない。
（その他）
第18条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。
附　則
この要綱は、令和２年４月１日から実施する。
附　則
この要綱は、令和３年７月１日から実施し、令和３年４月１日から適用する。
附　則

この要綱は、令和４年４月１日から実施する。
別表第１（第６条関係）
	　基準額
	対象経費
	加算

	子ども食堂
１回当たり10,000円
（月２回を限度とする。）

	子ども食堂の実施に係る次の経費で別表第２に掲げるもの

１　需用費
２　役務費
３　使用料及び賃借料
	・感染症対策加算
子ども食堂の取組１回当たり5,000円
・配食・宅食事業加算

子ども食堂に加えて実施する配食・宅食事業に係る次の経費で別表第２に掲げるものを対象経費とし、実施月数１月当たり25,000円（令和５年度まで）

１　需用費

２　役務費

３　使用料及び賃借料


別表第２（第６条関係）
	項　目
	対象経費

	需用費
	事業に利用する消耗品費、子ども食堂の案内のためのパンフレット等印刷費、光熱水費、食材費、車両の燃料費

	役務費
	通信費、郵便料、保険料

	使用料及び賃借料
	会場の賃料


備考　自宅、店舗等が実施場所の場合や同場所で他の事業も実施している場合等で本事業の取組分としての金額が明確でないときは、実施時間分で按分する等の方法で対象経費を明確にすること。
